
新たな危機事象に対する対応方針とは 

新たな危機事象 

 「災害」及び「武力攻撃事

態等」以外の危機をいう。 

災害（自然災害、原子力災害等） 
 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖

崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴

火、地滑りその他の異常な自然現象

又は大規模な火事若しくは爆発その

他その及ぼす被害の程度においてこ

れらに類する政令で定める原因によ

り生ずる被害 （災害対策基本法第2

条第1項）及び原子力事業者の原子

炉の運転等により放射性物質又は放

射線が異常な水準で事業所外へ放

出されることによる原子力災害をいう。 

武力攻撃事態等 
 武力攻撃事態等における我が

国の平和と独立並びに国及び

国民の安全の確保に関する法

律第2条第2項及び第3項で定め

られている「武力攻撃事態」及

び 「武力攻撃予測事態」、並び

に第25条第1項で定められてい

る「緊急対処事態」をいう。 

課 題 

新たな危機事象に対する対応方針の策定 

「地域防災計画」 
「水防計画」 

「国民保護計画」 

○各分野における個別危機管理対応マニュアルの整備 

○危機管理に関する職員研修の充実 

今後の取り組み 

意思決定ライン
の明確化 

庁内における 
情報共有 

再発防止策の
強化 

適切な初動
対応 

職員の対応能
力向上 

市民、マスコミ 
対応の充実 



危機事象に対する対処フロー 

所管部局で対処 

レベルⅠ レベルⅢ レベルⅡ 
規模縮小 

危機事象の発生 

規模拡大 

通常の所管部局で対応が
可能である 

被害が市民に及び、所管
部局のみでは対応が困難
で、複数部局で対応する必
要がある 

被害の規模や社会に与え
る影響が大きく、拡大する
おそれがあり、全庁的に対
応する必要がある 

 危機管理連絡 
 調整会議を設置 

所管部局で対応 

情報入手 

危機事象を所管する課  

危機管理室 

市 長・副市長 

所管部局長 

報告 

危機管理監 

情報共有 

指
示 

指
示 

指
示 

報
告 

報
告 

報告 

危機レベルの決定 

規模縮小 

規模拡大 

   危機管理対策 
   本部を設置 

（P6） 

（P8） （P8） 

 所管部局が設置 

 所管部局長が議長 

 市長が設置を決定 

 地域防災計画の本 
 部組織、職員配備 
 体制を準用 

 


